
随意契約結果及び契約の内容

業    務    の    名    称

業      務      概      要

契  約  担  当  官  等  の
氏  名  並  び  に  そ  の
所  属  す  る  部  局  の
名  称  及  び  所  在  地

契    約    年    月    日

契    約    業    者    名

契  約  業  者  の  住  所

契      約      金      額

予      定      価      格

随意契約によることとした理由

業      務      場      所

業      種      区      分

履   行   期   間  （ 自 ）

履   行   期   間  （ 至 ）

備                      考

平成３１年度　新丸山ダム地域振興検討業務

計画準備、地域振興取り組み検討、水源地域振興ビジョン（案）の

作成、協議会資料の作成、報告書作成　各１式                  

分任支出負担行為担当官新丸山ダム工事事務所長  野々村　武文

岐阜県加茂郡八百津町八百津３３５１

平成３１年　４月　９日

（株）オリエンタルコンサルタンツ　中部支社

名古屋市中村区名駅南２丁目１４－１９

１４,０４０,０００ 円（税込み）

１４,０４０,０００ 円（税込み）

＜簡易公募型プロポーザル方式（拡大）＞　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本業務は、新丸山ダム事業と水源地域の周辺観光資源と連携した地域振興の
取組について検討し、ハード対策、ソフト対策をまとめた水源地域振興ビジョ
ン（案）の作成を行うものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記業者は企画提案書の提出があった３者のうち企業及び配置予定管理技術
者の実績・信頼度、業務の実施方針・実施体制、特定テーマに対する提案、ヒ
アリング結果について、総合的に評価を行った結果、求める業務内容等に合致
し、最も優れていることから特定したものである。　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
適用法令：会計法第29条の３第４項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　予算決算及び会計令第102条の４第３号　

土木関係建設コンサルタント業務

平成３１年　４月１０日

令和　２年　２月２８日
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